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123 予約型流動債権譲渡担保における担保の目的となる債権の特定（平成 12．4．
21 最高二小判） 金融判例研究 11 号（金融法務事情 1620 号）22～25 頁（2001．
9）
124 法定果実と民法 371 条 1 項但書（大正 2．6．21 大審一民判）『民法判例百選
（1）――総則・物権〈第 5 版〉（別冊ジュリスト 159 号）』所収 182～183 頁
（2001．9）
125 集合債権の譲渡担保（平成 12．4．21 最高二小判）『民法判例百選（1）――
総則・物権〈第 5版〉（別冊ジュリスト 159 号）』所収 206～207 頁（2001．9）
126 確定日付ある証書による第三債務者に対する流動債権譲渡担保の設定通知につ
いて第三者対抗要件としての効力を否定した事例（平成 11．11．4 東京高判） 判
例評論 504 号（判例時報 1731 号）181～186 頁（2001．2．1）
127 買戻特約付売買の目的不動産に設定された抵当権に基づく買戻代金債権に対す
る抵当権に基づく物上代位権行使の可否（平成 11．11．30 最高三小判）『私法判
例リマークス 22 号〈2001（上）〔平成 12 年度判例評論〕〉（法律時報別冊）』所収
26～29 頁（2001．2）
128 信託契約および銀行取引約定書 7 条 1 項による受託者による信託の解約――神
戸地判平 12・1・27 の検討 金融法務事情 1596 号 60～65 頁（2000．12）
129 債権を目的とする質権の設定者が当該債権に基づきその債務者に対して破産の
申立てをすることの可否（平成 11．4．16 最高二小決）〈判例批評〉 民商法雑誌
123 巻 2 号 54～63 頁（2000．11）
130 動産譲渡担保権に基づく物上代位権の行使と設定者の破産（平成 11．5．17 最
高二小決） 金融判例研究 10 号（金融法務事情 1588 号）43～46 頁（2000．9）
131 将来債権の包括的譲渡の有効性（平成 11．1．29 最高三小判）『平成 11 年度
重要判例解説（ジュリスト臨時増刊 1179 号）』所収 82～84 頁（2000．6）




京高判）（民法判例レビュー 68 担保） 判例タイムズ 1024 号 65～67 頁（2000．
5）
134 将来債権の包括的譲渡の有効性（平成 11．1．29 最高三小判）『判例セレクト
ʼ99（法学教室 234 号別冊付録）』所収 19 頁（2000．3）
135 抵当権者による不法占有者の排除に関する大法廷判決について（平成 11．11．
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24 最高大判）〈判例クローズアップ〉 法学教室 234 号 44～51 頁（2000．3）
136 譲渡禁止の特約のある指名債権の譲渡後にされた債務者の譲渡についての承諾
と債権譲渡の第三者に対する効力（平成 9．6．5 最高一小判）〈判例批評〉 民商
法雑誌 118 巻 1 号 106～118 頁（1998．4）
137 譲渡禁止特約のある債権の譲渡後になされた債務者の承諾と債権譲渡の第三者
に対する効力（平成 9．6．5 最高一小判）『判例セレクト ʼ97（法学教室 210 号別
冊付録）』所収 19 頁（1998．3）
138 土地と地上建物が共同根抵当権の目的になっていた場合における建物再築と法
定地上権の成否（平成 9．2．14 最高三小判）〈時の判例――民法〉 法学教室 206
号 98～99 頁（1997．11）
139 競合する二人の差押債権者双方に弁済した第三債務者からの不当利得返還請求
（平成 9．2．25 最高三小判） 金融判例研究 7 号（金融法務事情 1492 号）62～65
頁（1997．9）
140 将来の賃料債権の包括譲渡と抵当権者による物上代位権の行使（平成 7．12．6
大阪高判）『私法判例リマークス 14 号〈1997（上）〔平成 8 年度判例評論〕〉（法
律時報別冊）』所収 32～35 頁（1997．3）
141 連帯保証債務の物上保証人に対する抵当権の実行と主たる債務の消滅時効の中




（平成 6．12．20 最高三小判）〈最新判例批評 125〉 判例評論 454 号（判例時報
1579 号）188～192 頁（1996．12）
143 今期の主な裁判例（民法判例レビュー 54 担保） 判例タイムズ 918 号 41～44
頁（1996．11）
144 将来の賃料債権の包括譲渡と抵当権者による物上代位に基づく差押えの優先関
係（平成 7．12．6 大阪高判）（民法判例レビュー 54 担保） 判例タイムズ 918 号
44～48 頁（1996．11）
145 宅地の売買における隠れた瑕疵と目的物検査・瑕疵通知義務（平成 4．10．28
東京地判）〈商事判例研究――平成 4 年度補遺〉 ジュリスト 1095 号 197～200 頁
（1996．8．1）
146 法定果実と民法 371 条 1 項但書（大正 2．6．21 大審一民判）『民法判例百選









事例（平成 6．3．28 東京地判）『私法判例リマークス 11 号〈1995（下）〔平成 6
年度判例評論〕〉（法律時報別冊）』所収 56～59 頁（1995．7）
149 抵当権の設定された 2棟の建物の合体と合体後の建物についての抵当権の存続
（平成 6．1．25 最高三小判）『判例セレクト ʼ94（法学教室 174 号別冊付録）』所
収 23 頁（1995．3）
150 今期の主な裁判例（民法判例レビュー 47 担保） 判例タイムズ 863 号 31～33
頁（1995．2．1）
151 債務者の破産宣告後における商事留置権の留置的効力の帰趨（平成 6．2．24
大阪地判，平成 6．9．16 大阪高判）（民法判例レビュー 47 担保） 判例タイムズ
863 号 33～37 頁（1995．2．1）
152 連帯保証等と利益相反行為（昭和 43．10．8 最高三小判）『家族法判例百選





趨（平成 5．3．30 最高三小判）〈判例批評〉 民商法雑誌 111 巻 1 号 102～119 頁
（1994．10）
154 譲渡担保権者による第三者異議の訴えの可否（昭和 56．12．17 最高一小判）
『担保法の判例（2）（ジュリスト増刊）』所収 6～8頁（1994．6）
155 同一債権の差押通知と譲渡通知の到達の先後が不明な場合における供託金還付
請求権の帰趨（平成 5．3．30 最高三小判）『平成 5 年度重要判例解説（ジュリス
ト臨時増刊 1046 号）』所収 83～85 頁（1994．6）
156 質権者を債務者とする指名債権質の対抗要件（昭和 31．3．30 広島高松江支
判）『担保法の判例（1）（ジュリスト増刊）』所収 303～305 頁（1994．4）
157 【1】共同抵当権の目的不動産が同一の物上保証人の所有に属する場合の後順位
抵当権者の民法 392 条 2 項後段による代位の可否 【2】共同抵当権者が共同抵当
権の目的不動産の一部について抵当権を放棄した場合の残りの不動産の後順位抵
当権者に対する優先弁済権の有無（平成 4．11．6 最高二小判）〈判例評釈〉 判例
タイムズ 823 号 60～67 頁（1993．10）
158 連帯保証人の物上保証たる抵当権の実行と主たる債務の消滅時効の中断（平成
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4．1．29 東京高判） 金融判例研究 3 号（金融法務事情 1364 号）17～20 頁
（1993．9）
159 今期の主な裁判例（民法判例レビュー 担保 40） 判例タイムズ 809 号 55～57
頁（1993．5．1）
160 法定地上権の移転と未払地代支払債務の承継の有無（平成 3．10．1 最高三小
判）『私法判例リマークス 6 号〈1993（上）〔平成 4 年度判例評論〕〉（法律時報別
冊）』所収 10～13 頁（1993．5）
161 抵当権者に対し，未払いの売買代金清算金を基礎として留置権を主張すること
ができないとされた事例（平成 4．9．3 東京地執行処分）（民法判例レビュー 担




ときの価格賠償の額（平成 4．2．27 最高一小判）〈時の判例 民法〉 法学教室
144 号 104～105 頁（1992．9）
163 土地を目的とする一番抵当権設定当時土地と地上建物の所有者が異なっていた
が後順位抵当権設定当時同一人の所有に帰していた場合と法定地上権の成否（平
成 2．1．22 最高二小判）〈最高裁判所民事判例研究〉 法学協会雑誌 108 巻 11 号
1904～1914 頁（1991．11）




（平成 2．6．28 東京高判）（民法判例レビュー 担保 32） 判例タイムズ 751 号
33～37 頁（1991．5）
166 売買予約に基づく所有権移転請求権保全の仮登記に後れる抵当権者と予約完結
権の消滅時効の援用（平成 2．6．5 最高三小判）『判例セレクト ʼ90（法学教室
126 号別冊付録）』所収 20 頁（1991．3）
167 抵当権併用短期賃借権者の後順位短期賃借権者に対する明渡請求の可否（平成











裁判所民事判例解説〉 法学協会雑誌 107 巻 1 号 137～150 頁（1990．1）




26 担保） 判例タイムズ 707 号 56～60 頁（1989．11）
171 集合動産の譲渡担保（昭和 62．11．10 最高三小判）『民法判例百選（1）――




た事例（昭和 63．3．30 東京高判）〈最新判例批評 38〉 判例評論 362 号（判例時
報 1300 号）197～200 頁（1989．4）
173 連帯保証等と利益相反行為（昭和 43．10．8 最高三小判）『家族法判例百選
〈第 4版〉（別冊ジュリスト 99 号）』所収 114～115 頁（1988．11）
174 集合動産譲渡担保権と動産売買先取特権の優劣（昭和 62．11．10 最高三小判）










（昭和 61．2．27 京都地判） 判例地方自治 40 号（増刊）45～47 頁（1988．3）
177 集合動産譲渡担保権と動産売買先取特権の優劣（昭和 62．11．10 最高三小判）
〈時の判例〉 法学教室 93 号 106 頁（1988．6）
178 妊娠中絶による損害（昭和 56．3．25 東京高判）『新交通事故判例百選（別冊
ジュリスト 94 号）』所収 114～115 頁（1987．9）
179 相殺の意思表示と「みなし到達」条項の対外効（昭和 58．1．25 東京高判）
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〈商事判例研究 28〉 ジュリスト 885 号 95～98 頁（1987．5）
180 贈与者の第三者あて内容証明郵便と書面による贈与の成否（昭和 60．11．29
最高二小判）『判例セレクト ʼ86（法学教室 77 号別冊付録）』所収 20 頁（1987．
2）
181 確定日付のある債権譲渡通知の同時到達と譲受人間の優劣（昭和 55．1．11 最
高三小法）『民法の基本判例（別冊法学教室基本判例シリーズ 2）』所収 120～124
頁（1986．）
182 動産売買先取特権と集合動産譲渡担保権の優先関係（昭和 57．10．8 福岡地
判）〈商事判例研究 19〉 ジュリスト 854 号 118～121 頁（1986．2）
183 所有権留保特約付割賦販売に係る機械の転買主の保護（昭和 55．12．12 東京
地判）〈商事判例研究〉 ジュリスト 830 号 138～140 頁（1985．2．15）
184 機械の所有権留保につき割賦販売契約において，売主の買主に対する転売授権
を認定し転買主はその機械の所有権を有効に取得するとした事例（昭和 54．8．16









例研究〉 法学協会雑誌 99 巻 10 号 128～132 頁（1982．10）
187 集合物譲渡担保につき集合物論を認めた事例（昭和 54．2．15 最高一小判）
〈最高裁判所民事判例研究〉 法学協会雑誌 99 巻 5 号 107～120 頁（1982．5）
188 書面による贈与にあたるとされた事例（昭和 53．11．30 最高一小判） 法学協
会雑誌 98 巻 8 号 1107～1114 頁（1981．8）
189 借家法第一条の二による解約の効果発生後に事情が変動しても，すでになされ
た解約が正当性を失い無効に帰すことはない（昭和 28．4．9 最高一小判） 法学





にされた場合は，利益相反行為にあたらない（昭和 53．2．24 最高二小判） 法学
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律時報 83 巻 4 号 68～89 頁（2011．4）
192 執行官のイメージと現状について――女性法律家の視点を交えて〈座談会〉角
紀代恵 ・柴原克成・竹村優司［他］ 新民事執行実務 7，6～50 頁（2009．3）
193 家族法の改正に向けて（下）――民法改正委員会の議論の現状〈特別座談会〉
内田貴・大村敦志・角紀代恵・窪田充見・高田裕成・道垣内弘人・中田裕康・水
野紀子・山本敬三・吉田克己 ジュリスト 1325 号 148～179 頁（2006．12．15）
194 家族法の改正に向けて（上）――民法改正委員会の議論の現状〈特別座談会〉
内田貴・大村敦志・角紀代恵・窪田充見・高田裕成・道垣内弘人・中田裕康・水
野紀子・山本敬三・吉田克己 ジュリスト 1324 号 46～78 頁（2006．12．1）
195 債権法の改正に向けて（下）――民法改正委員会の議論の現状〈特別座談会〉
内田貴・大村敦志・角紀代恵・鎌田薫・窪田充見・潮見佳男・道垣内弘人・中田
裕康・山本敬三 ジュリスト 1308 号 134～168 頁（2006．3．15）
196 債権法の改正に向けて（上）――民法改正委員会の議論の現状〈特別座談会〉
内田貴・大村敦志・角紀代恵・鎌田薫・窪田充見・潮見佳男・道垣内弘人・中田
裕康・山本敬三・石川博康 ジュリスト 1307 号 102～131 頁（2006．3．1）
197 担保法の改正に向けて（下）〈特別座談会〉 内田貴・大村敦志・角紀代恵・道
垣内弘人・中田裕康・安永正昭・山本和彦，山本敬三／コメント ジュリスト
1214 号 36～58 頁（2001．12．15）
198 担保法の改正に向けて（上）〈特別座談会〉 内田貴・大村敦志・角紀代恵・道





新民事執行実務 2号 29～67 頁（2004．2）
200 新しい担保・執行法制と金融実務上の留意点〈座談会〉（特集 新しい担保・
執行法制と金融実務）荒木新五・角紀代恵・菅原胞治・道垣内弘人・中村廉平
金融法務事情 1682 号 76～105 頁（2003．8．5）
201 債権流動化と債権譲渡の対抗要件――特別立法案とその留意点〈座談会〉（特
集 債権譲渡をめぐる法的諸問題）池田真朗・角紀代恵・岩村充・小野傑 金融
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法務事情 1448 号 42～59 頁（1996．4．15）
書 評
202 新井誠著『信託法〔第 3 版〕』〈文献紹介〉 信託法研究 33 号 157～164 頁
（2008．12）
203 Ṥ口範雄著『アメリカ信託法ノート』〈文献紹介〉 信託法研究 26 号 95～99 頁
（2001．12）
204 『米国信託法上の投資ルール』アメリカ法律協会編 早川眞一郎訳〈書評〉 金
融財政事情 48 巻 8 号 51 頁（1997．2）
論文紹介
205 Steven Wechsler, Through the Looking Glass：Foreclosure by Sale as DE
FACTO Strict Foreclosure――An Empirical Study of Mortage Foreclosure and
Subsequent Resale, 70 Cornell L. Rev. 850-900（1985）〈論文紹介〉 アメリカ法
1987 - 1，149～154 頁（1987．9）
206 Patrick B. Bauer, Statutory Redemption Reconsidered：The Operation of
Iowaʼs Redemption Statute in Two Conties Between 1881 and 1980, 70, Iowa L. Rev.
343-423（1985）〈論文紹介〉 アメリカ法 1987 - 1，154～158 頁（1987．9）
その他
207 『「空気」の研究』のすすめ――山本七平『「空気」の研究』（法学者の本棚）
法学セミナー 61 巻 5 号扉頁（2016．5）
208 債権法改正――立ち止まる勇気（金融商事の目） 金融・商事判例 1472 号 1 頁
（2015．8）
209 家族信託のこと〈巻頭言〉 信託法研究 38 号 1～2 頁（2013．12）
210 はじめに（シンポジウム 民法から信託を考える） 信託法研究 36 号 65～66
頁（2011．12）
211 債権法見直し――議論の進め方は公正なのか〈私の視点〉 朝日新聞朝刊 2010．
4
212 手続開始時現存額主義をめぐる 2 つの最高裁判決（金融商事の目） 金融・商
事判例 1339 号 1 頁（2010．4）
213 法科大学院を考える――数合わせだけでよいのか（金融商事の目） 金融・商
事判例 1335 号 1 頁（2010．3）





弘人・山本和彦・小林昭彦 金融法研究 19 号 31～98 頁（2003．6）









士・松本恒雄・星野英一 私法 58 号 49～87 頁（1996．4）
220 Trust in France 信託法研究 18 号 133 頁（1994．6）
221 日本私法学会――民法部会・商法部会（学会だより――1989 年秋季学会） 法
学教室 111 号 53～55 頁（1989．12）
222 日本私法学会――1988 年秋季学会（学会だより） 法学教室 99 号 73～75 頁
（1988．12）
223 日本私法学会――1987 年秋季学会（学会だより） 法学教室 87 号 109～111 頁
（1987．12）
立教法学 第 101 号（2020)
20
